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国民健康保険制度改正の経緯①
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1.年齢構成
①年齢構成が高く、医療費水準が高い
・平均年齢（平成30年度）：市町村国保（52.9歳）、協会けんぽ（37.5歳）、健保組合（34.9歳）
・前期高齢者の割合（平成29年度）：市町村国保（41.8％）、協会けんぽ（7.2％）、健保組合（3.2％）
・一人あたり医療費（平成29年度）：市町村国保（36.2万円）、協会けんぽ（17.8万円）組合健保（15.8万円）

２.財政基盤
②所得水準が低い
・加入者一人あたり平均所得（平成29年度）：市町村国保（86万円）、協会けんぽ（151万円）健保組合（218万円）
③保険料負担が重い
・加入者一人あたり保険料／加入者一人あたり所得（平成29年度）
市町村国保（10.2％）、協会けんぽ（7.5%）、健保組合（5.8％）※健保は本人負担分のみの推計値
④保険料（税）の収納率
・収納率：平成11年度 91.38%→平成30年度92.85%

・最高収納率：96.31％（島根県） ・最低収納率：88.55％（東京都）
⑤一般会計繰入
・市町村による法定外繰入額（平成30年度）：約1,910億円 うち決算補てん等の目的：1,258億円
・決算補填等目的の法定外繰入
平成27年度3,039億円（760市町村） → 平成30年度1,258億円（354市町村）

厚生労働省資料を一部改変

市町村国保の課題
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１．国保に対する財政支援の拡充
→平成27年度から約1,700億円、29年度以降は毎年3,400億円

２．都道府県と区市町村との適切な役割分担
→・都道府県が財政運営の責任主体となり、国保運営の中心的役割を担い制度を

安定化
・市町村は保険料（税）の賦課徴収、被保険者に身近な保険者として保健事業等を
引き続き実施

３．低所得者に対する保険料軽減措置
→・均等割軽減の拡充

対応の方向性

国民健康保険制度改正の経緯②



国保制度改正の概要①（運営の在り方の見直し）
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厚生労働省資料を一部改変

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的
な事業の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化
・医療などの給付に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付
・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、区市町村ごとの標準保険料を提示（標準的な
住民負担の見える化）

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料（税）率の決定、
賦課・徴収、保健事業など、地域におけるきめ細かい事業を引き続き行う

市町村

市町村

市町村

【構造的な課題】
・年齢層が高く医療費水準が高い
・低所得者が多い
・小規模保険者が多い

【30年3月まで】市町村が個別に運営

市町村

市町村

市町村

都道府県

【30年4月から】都道府県が財政運営責任を担うなど
中心的な役割

【都道府県の役割】
・財政運営の責任主体（提供体制と双方に責任発揮）
・市町村ごとの納付金を決定
・市町村ごとの標準保険料率等の設定
・市町村が行った保険給付の点検、事後調整
・市町村が担う事務の標準化、効率化、広域化を促進

【市区町村の役割】
・資格管理（被保険者証等の発行）
・保険料（税）率の決定、賦課・徴収
・保険給付
・保健事業

都道府県が市区町村ごとに決定した
国保事業費納付金を市町村が納付

給付に必要な費用を、
全額市町村に払う（交付金の交付）
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国保制度改正の概要②（都道府県と市町村の役割分担）
厚生労働省資料を一部改変

１．
運営の在り方

○都道府県が、当該都道府県内の市区町村とともに、国保の運営を担う
○都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の
確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化
○都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市区町村が
担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

２．
財政運営

財政運営の主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

国保事業費納付金を都道府県に納付

３．
資格管理

国保運営方針にもとづき、事務の効率化、
標準化、広域化を推進

地域住民と身近な関係の中、資格を管理
（被保険者証の発行）

４．
保険料（税）の決定
賦課・徴収

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表

・標準保険料率等を参考に保険料（税）率を決
定
・個々の事情に応じた賦課・徴収

５．
保険給付

・給付に必要な費用を 全額市町村に対して
支払
・市町村が行った保険給付の点検

保険給付の決定

６．
保健事業

市町村に対し、必要な助言・支援 被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業
の実施
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国保制度改正の概要③（東京都国民健康保険運営方針について）

都と区市町村とが一体となって、国民健康保険に関する事務を共通認識の下で

実施し、安定的な財政運営及び区市町村が担う国民健康保険事業の広域化・効
率化を推進するため、改正後の国民健康保険法第82条の2の規定に基づき、
都内の統一的な方針として、「東京都国民健康保険運営方針」が策定されました。

【主な記載事項】
必須事項

(1)国保の医療費、財政の見通し
(2)市町村の保険料の標準的な算定方法に関する事項
(3)保険料の徴収の適正な実施に関する事項
(4)保険給付の適正な実施に関する事項

任意事項
(5)医療費適正化に関する事項
(6)市町村が担う事務の効率化、広域化の推進に関する事項
(7)保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策に関する事項
(8)施策の実施のために必要な関係市町村相互の連絡調整

【ポイント】

運営方針の中で、安定的な財政運営のため、解消・削減すべき赤字（決算補
填等を目的とする法定外繰入等）の計画的・段階的な解消の取組が必要であ
ると明記されています。



国保事業費納付金とは？

○市町村が支払う保険給付費の全額を、都道府県が市町村

に交付（保険給付費等交付金）するための財源として、

都道府県が市町村から徴収するものです。

○都道府県は、都道府県全体の保険給付費の必要額の

見込みを立て、必要額を市町村ごとの所得水準や

医療費水準を考慮して市町村ごとに配分します。

7

事業費納付金と保険給付費等交付金の仕組みにより、

市町村は、当初の想定より保険給付費が大幅に増加した場合でも
急激な負担の増加は発生しない仕組みとなります。

国保制度改正の概要④



○都道府県が、市区町村のあるべき保険料率の見える化を

図るとともに、市区町村が保険料率を検討する際の参考に

できる値として示すものです。

○都道府県が、市区町村ごとに保険料で集めるべき必要額を

算定し、必要額から予め定めた賦課方式や収納率等、

全市区町村統一の方法で市区町村ごとの保険料率を

算定します。

8

標準保険料率とは？

多摩市では、東京都が毎年示す標準保険料率を参考に、状況に応じて
保険税率を決定します。

国保制度改正の概要⑤
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国保制度改正の概要⑥
令和3年度確定国保事業費納付金・標準保険料率算定結果

【1人当たり納付金及び標準保険料等】

R3仮算定 R2本算定 差額 R3東京都平均 R2東京都平均 多摩市 東京都平均

1人当たり納付金額（円） 169,524 160,540 8,984 181,356 176,127 5.6% 3.0%

1人当たり保険料額（円） 151,978 143,443 8,535 157,968 153,633 6.0% 2.8%

標準保険料率【所得割】 11.92% 11.20% ― 11.67% 11.42% 6.4% 2.2%

標準保険料率【均等割】（円） 73,304 68,388 4,916 71,745 69,725 7.2% 2.9%

【国保事業費納付金及び激変緩和等】

R3仮算定 R2本算定 差額 R3東京都仮算定 R2東京都本算定 多摩市 東京都

納付金額【激変緩和前】（千円） 4,469,266 4,506,523 -37,257 423,053,860 432,286,837 -0.8% -2.1%

激変緩和（千円） -125,089 -167,032 -41,943 -2,215,960 -2,860,541 -25.1% -22.5%

都の財政支援（千円） 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

年度間調整（千円） 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

納付金額【激変緩和後】（千円） 4,343,588 4,337,497 6,091 420,785,591 429,246,863 0.1% -2.0%

賦課すべき保険料必要額（千円） 3,998,913 3,872,275 126,638 366,909,476 373,528,806 3.3% -1.8%

【参考】

R3仮算定 R2本算定 間差 R3東京都仮算定 R2東京都本算定 多摩市 東京都平均

被保険者数【医療・後期】（人） 31,637 32,039 -402 2,795,650 2,845,364 -1.3% -1.7%

被保険者数【介護】（人） 9,754 9,810 -56 969,729 986,966 -0.6% -1.7%

1人当たり所得額【医療分】（円） 723,042 722,233 809 784,101 775,948 0.1% 1.1%

医療費指数【年齢調整後】 0.9338 0.9354 ― 0.9489 0.9491 -0.2% 0.0%

※保険料額及び標準保険料率算定において、法定外繰入はないものとしている。
※標準保険料率は、平等割や資産割を課している市町村も2方式として算定する。
※標準保険料率の東京都平均は、単純平均である。
※賦課すべき保険料必要額＝{納付金額（激変緩和等後）+加算（保健事業費+葬祭費+出産育児一時金など）-減算（保険者支援制度+保険者努力支援制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　+特定健康診査等負担金+出産育児一時金繰入金+過年度保険税（料）収納見込額など}÷標準収納率

対前年度比

対前年度比

対前年度比
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国保制度改正の概要⑦

令和３年度標準保険料率（仮算定）

多摩市（現行） 多摩市 東京都平均

所得割率 5.48% 6.94% 6.76%

均等割額（円） 27,600 40,824 39,755

所得割率 1.78% 2.46% 2.43%

均等割額（円） 11,400 14,112 13,921

所得割率 1.58% 2.52% 2.48%

均等割額（円） 11,600 18,368 18,069

所得割率 8.84% 11.92% 11.67%

均等割額（円） 50,600 73,304 71,745

※多摩市の標準保険料率は、東京都の平均よりも高い。要因としては、他市と比較し

　前期高齢者の割合が高いことが想定される。

※多摩市の保険税は、国が作成した「平成29年度市町村国民健康保険における保険料

　の地域差分析」によると全国平均を1としたときの保険料指数が0.683となっており、全国

　1,716市区町村中低いほうから38番目となっている。

医療分

後期支援金分

介護分

合計
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多摩市国民健康保険の現状①

被保険者数は平成23年度をピークに減少傾向であるが、1人当たり医療費は毎
年上昇している。65歳～74歳の割合が増加し、逆に65歳未満の割合が減少して
いることも医療費上昇の一因である。
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多摩市国民健康保険の現状②

1人当たり医療費は毎年上昇しているが、社会保険適用拡大や後期高齢者医療
制度への移行など、被保険者数が大きく減少したことにより、医療費総額は減
少している。
前期高齢者（65歳～74歳）が多いことにより、東京26市平均より１人当たり

医療費は高い。ただし、前期高齢者の１人当たりの医療費は、東京26市平均及
び全国平均と比べて低い。

令和元年度
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多摩市国民健康保険の現状③
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多摩市国民健康保険の現状④

平成30年度は保険税率を改定したことにより、1人当たり保険税額は
増加したが、保険税収納額は対前年1.3％の減少となった。
令和元年度は保険税率を改定したことにより1人当たり保険税額は対

前年2.7％増となったが、保険税収納額は被保険者数の減少により1.8
％の減少となった。
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多摩市国民健康保険の現状⑤

保険税率の改定、保険税収納率の向上などの要因により、平成28年
度以降一般会計繰入金（法定外）は減少し、約10億円で推移していた
が、令和元年度に関しては、当初想定していなかった歳入などにより
、一時的に8億円を下回った。
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保険税改定率による法定外繰入額推計（令和３年度から令和５年度）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 合 計

指針に基づく改定 913,467 905,890 861,546 2,680,903

改定見送り 1,048,343 1,041,823 998,371 3,088,537

差額 134,876 135,933 136,825 407,634

令和3年度 令和4年度 令和5年度 合 計

指針に基づく改定 913,467 905,890 861,546 2,680,903

1%改定 1,014,624 1,007,840 964,166 2,986,630

差額 101,157 101,950 102,620 305,727

令和3年度 令和4年度 令和5年度 合 計

指針に基づく改定 913,467 905,890 861,546 2,680,903

2%改定 980,905 973,856 929,958 2,884,719

差額 67,438 67,966 68,412 203,816

令和3年度 令和4年度 令和5年度 合 計

指針に基づく改定 913,467 905,890 861,546 2,680,903

3%改定 947,185 939,874 895,753 2,782,812

差額 33,718 33,984 34,207 101,909

保険税率改定が一般会計法定外繰入に与える影響

※令和4年度以降は、指針に基づく4％増の改定を想定して算出
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国民健康保険税所得階層別世帯数
各年度3月時点

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

0万円 7,224 30.92% 7,142 31.39% 7,022 31.48% 7,084 31.77%

0万円　～　　33万円 1,761 7.54% 1,707 7.50% 1,771 7.94% 1,808 8.11%

33万円　～　　50万円 891 3.81% 943 4.14% 937 4.20% 963 4.32% 76.69%

50万円　～　100万円 2,605 11.15% 2,561 11.26% 2,513 11.27% 2,485 11.14%

100万円　～　150万円 2,931 12.55% 2,818 12.39% 2,701 12.11% 2,711 12.16%

150万円　～　200万円 2,213 9.47% 2,082 9.15% 2,016 9.04% 2,050 9.19%

200万円　～　300万円 2,644 11.32% 2,535 11.14% 2,428 10.88% 2,330 10.45%

300万円　～　400万円 1,254 5.37% 1,218 5.35% 1,224 5.49% 1,174 5.26%

400万円　～　500万円 664 2.84% 614 2.70% 626 2.81% 616 2.76%

500万円　～　600万円 355 1.52% 358 1.57% 303 1.36% 341 1.53%

600万円　～　700万円 218 0.93% 211 0.93% 215 0.96% 209 0.94%

700万円　～　750万円 76 0.33% 55 0.24% 77 0.35% 63 0.28%

750万円　～　800万円 52 0.22% 56 0.25% 49 0.22% 56 0.25%

800万円　～　850万円 44 0.19% 46 0.20% 44 0.20% 39 0.17%

850万円　～　901万円 37 0.16% 30 0.13% 38 0.17% 44 0.20%

901万円　～　963万円 45 0.19% 40 0.18% 40 0.18% 29 0.13%

963万円　～1026万円 29 0.12% 34 0.15% 34 0.15% 28 0.13%

1026万円以上　　　　　　 320 1.37% 303 1.33% 268 1.20% 271 1.22%

合計 23,363 100.00% 22,753 100.00% 22,306 100.00% 22,301 100.00%

※所得0円には、未申告の1人世帯含む。

29年度 30年度 令和元年度 令和2年度（9月末）
所得階層

多摩市国民健康保険所得階層別世帯の状況
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第2期多摩市国民健康保険の運営に関する指針①

【指針の目的】
誰もが安心して医療をうけることのできる医療制度の根幹を支える国民健康

保険制度を維持していくため、財政の健全化を図るとともに、保険者機能を強
化し多摩市国民健康保険の安定的な運営をめざします。

【取り組みの方向性】
１．被保険者の健康の保持・増進
２．医療費の適正給付
３．財源の確保

この３項目の取り組みを推進して、保険者機能の強化を目指します。

【策定年月】
平成30年11月（計画期間：平成30年度から令和5年度）
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第2期多摩市国民健康保険の運営に関する指針②

【被保険者の健康の保持・増進】

多摩市は、生活習慣に関する疾病に係る医療費が非常に高額になって
います。多摩市データヘルス計画並びに多摩市特定健康診査等実施計
画に基づき、生活習慣に起因する疾病について、予防並びに重症化の予
防といった観点から、各種保健事業を実施し、被保険者の健康の保持・増
進を図るとともに、医療費の適正化に取り組んでいます。

【具体的な取り組み】

・特定健康診査の実施
・特定保健指導の実施
・糖尿病重症化予防事業の実施
・健診異常値放置者受診勧奨の実施 など
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第2期多摩市国民健康保険の運営に関する指針③

【医療費の適正給付】

東京都国民健康保険運営方針では、保険給付を適正に実施することが
求められています。保険給付の適正化の取り組みにより、国民健康保険財
政の健全化が図られるだけでなく、国保事業費納付金の算定にあたっては
各市町村の医療費水準が反映されることから、国保事業費納付金を抑え
る効果も期待できます。

【具体的な取り組み】

・診療報酬明細書（レセプト）点検の実施
・柔道整復師等療養費の適正化
・ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用促進 など
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第2期多摩市国民健康保険の運営に関する指針④

【財源の確保】

東京都国民健康保険運営方針では、「決算補填等を目的とする法定外
一般会計繰入等の解消・削減すべき赤字について、計画的・段階的な解
消が図られるよう取り組む必要がある」とされており、多摩市においても納税
環境の整備、保険税率の見直しなどを進め赤字抑制に努めてきましたが、
引き続き財源の確保に努め赤字を計画的・段階的削減することを目指しま
す。

【具体的な取り組み】
・納税環境の整備
・滞納処分の強化
・収納率の向上
・保険税率の見直し（毎年見直しを行い、改定率は前年度比4%増を基本）
※対前年度比4%増は、第2期運営指針の計画期間である6年間が対象
※改定にあたっては、社会情勢等を十分に考慮する

・法定外繰入の計画的・段階的削減（今後15年間を目途に削減） など
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保険税率等の見直しにあたってのポイント

【国保制度改革に伴い市町村国保が求められている保険者としての役割】
・保険給付の適正化、医療費の適正化、保険税徴収の適正な実施
・事務の標準化、効率化
・財政健全化（法定外繰入の計画的な削減、解消） など

【国保制度改革後の多摩市国民健康保険の取組み】
・「第2期多摩市国民健康保険の運営に関する指針」の策定

「被保険者の健康の保持・増進」、「医療費の適正給付」、「財源の確保」の3項目の取組
みを推進し、保険者機能強化を目指す
・保険税率は毎年見直し、改定率は前年度比4％増を基本とする

【新型コロナウイルス感染症による市民生活への影響】
・新型コロナウイルス感染症が、経済活動や雇用など市民生活に大きな影響を与えている
・市財政も大きな影響を受けることが想定されている
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保険税改定による世帯構成に応じた税額の変化①

ケース① 夫（45歳）・妻（38歳）・子（15歳） 三人世帯

給与収入 3,000,000円 総所得金額 2,020,000円

単位：円

合計

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和２年度 87,100 82,800 28,300 34,200 25,100 11,600 269,100

令和３年度（1％） 87,900 83,700 28,600 34,500 25,400 11,700 271,800

令和３年度（2％） 88,800 84,600 28,900 34,800 25,700 11,800 274,600

令和３年度（3％） 89,800 85,200 29,000 35,400 25,900 12,000 277,300

令和３年度（4％） 90,600 86,100 29,400 35,700 26,000 12,100 279,900

（参考）標準保険料率 110,300 122,400 39,100 42,300 40,000 18,300 372,400

医療分 後期支援金分 介護分
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保険税改定による世帯構成に応じた税額の変化②

ケース② 単身（30歳）

給与収入 １,000,000円 総所得金額 450,000円

単位：円

合計

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和２年度 1,000 13,800 300 5,700 0 0 20,800

令和３年度（1％） 1,100 13,900 300 5,700 0 0 21,000

令和３年度（2％） 1,100 14,100 300 5,800 0 0 21,300

令和３年度（3％） 1,100 14,300 300 5,900 0 0 21,600

令和３年度（4％） 1,100 14,300 300 5,900 0 0 21,600

（参考）標準保険料率 1,300 20,400 400 7,000 0 0 29,100

医療分 後期支援金分 介護分
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保険税改定による世帯構成に応じた税額の変化③

ケース③ 夫（61歳）・妻（58歳） 二人世帯
夫 給与収入 5,000,000円 妻 給与収入 1,000,000円

総収入 6,000,000円 総所得金額 4,010,000円

単位：円

合計

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和２年度 172,600 55,200 56,000 22,800 49,700 23,200 379,500

令和３年度（1％） 174,100 55,800 56,700 23,000 50,400 23,400 383,400

令和３年度（2％） 176,000 56,400 57,300 23,200 51,000 23,600 387,500

令和３年度（3％） 177,900 56,800 57,600 23,600 51,300 24,000 391,200

令和３年度（4％） 179,500 57,400 58,200 23,800 51,600 24,200 394,700

（参考）標準保険料率 218,600 81,600 77,400 28,200 79,300 36,700 521,800

医療分 後期支援金分 介護分



29

保険税改定による世帯構成に応じた税額の変化④

ケース④ 夫（70歳）・妻（68歳） 二人世帯
夫 年金収入 2,000,000円 妻 年金収入 800,000円

総収入 2,800,000円 総所得金額 900,000円
単位：円

合計

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和２元年度 25,700 27,600 8,300 11,400 0 0 73,000

令和３年度（1％） 25,900 27,900 8,400 11,500 0 0 73,700

令和３年度（2％） 26,200 28,200 8,500 11,600 0 0 74,500

令和３年度（3％） 26,500 28,400 8,600 11,800 0 0 75,300

令和３年度（4％） 26,700 28,700 8,600 11,900 0 0 75,900

（参考）標準保険料率 32,600 40,800 11,500 14,100 0 0 99,000

医療分 後期支援金分 介護分
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保険税改定による世帯構成に応じた税額の変化⑤

ケース⑤ 単身（70歳）

年金収入 １,000,000円 総所得金額 0円

単位：円

合計

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割

令和２年度 0 8,200 0 3,400 0 0 11,600

令和３年度（1％） 0 8,300 0 3,400 0 0 11,700

令和３年度（2％） 0 8,400 0 3,400 0 0 11,800

令和３年度（3％） 0 8,500 0 3,500 0 0 12,000

令和３年度（4％） 0 8,600 0 3,500 0 0 12,100

（参考）標準保険料率 0 12,200 0 4,200 0 0 16,400

医療分 後期支援金分 介護分


